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Ⅰ 論文要旨
趙 時英
韓国では「卸・小売業の経営実態を明らかにし，卸・小
売業に関する政策樹立や研究に必要な基礎資料を得る」こ
とを調査目的として，1968年に「商業センサス」（以下，
韓国商業統計）調査が初めて実施された。それ以降，96
年の第 8回目調査まで小売店舗数は一貫して増加してき
た。しかしながら 2001年度調査では，小売店舗数は 65万
8,759店と前回調査年対比 10万 6,466（－13．9％）店の大
幅な減少となり，韓国小売構造の変化の重要なターニング
ポイントになった。さらに，小売店舗数の減少傾向は 05
年度調査結果でもあらわれており，前年対比 3万 8,056
（－5．78％）店が減少する結果となった。
一国の流通システムには，その国の歴史的，文化的，経
済的環境ないし背景によって形成されたその国固有の構造
があり，その固有の流通システムは時間軸にしたがい変化
していく。韓国の小売店舗数のターニングポイントとなっ
た 1990年代を歴史的に振り返ると，96年の流通市場完全
自由化を契機に，カルフール，テスコ，ウォルマートなど
欧米先進国のグローバル・リテイラーの本格的参入が始
まった。また翌 97年には，東南アジアの通貨危機が引き
金となったいわゆる「IMF危機」により国家財政は危機
に陥り，韓国経済の構造変容とともに流通構造も大きな地
殻変動を余儀なくされたのである。
日本においても小売店舗数は，1952年に第 1回商業統
計調査が実施されて以来，ほぼ一貫して増加してきた。戦
後の先進国で，長期間小売店舗数が増加し続けたのは日本
だけであったが，82年の 172万 1,465店をピークに減少に
転じ，その後も減少傾向は続き，現在も「小売店舗数の減
少時代」の最中にある。特に 85年調査では，82年調査に
比して小売店舗数が 9万 3千店（－5．4％）の大幅な減少
となり，多数かつ零細な小売商から構成されてきた日本の
小売構造の転換点となった。このような大幅な減少は調査
以来のこともあってマスコミなどでも大きく採りあげら
れ，その要因探究も多くの研究者によって様々な角度から
行われてきた。
しかしながら韓国では，商業統計調査以来，初めて，し
かも 10万店を超える大幅な小売店舗数の減少にもかかわ
らず，その要因については十分な分析が行われていなかっ
た。また韓国では，商業統計調査の目的に反して統計表を
用いた分析がそれほど活発ではなかった。統計そのものに
対する信頼度が乏しかったことも事実であったが，韓国に
おける流通研究の遅れが明らかに見られる。アメリカ流の
マーケティングに研究の重きが置かれ，流通というと物流
を意味する時代が長い間続き，卸売業も含めた流通構造や
小売構造に関する本格的な研究は，現在に至るまであまり
111韓国小売構造の変化に関する実証研究
みかけることができない。それとともに，韓国商業統計
は，データを豊富に盛り込まれているにも拘わらず，調査
方法が頻繁に変更されたことで時系列分析が煩雑になり，
研究者の大きな障害となっていた。しかし，日本の商業統
計と同様に，調査項目も調査年ごとに充実しており，種々
の工夫を施したりデータを上手に拾ったりすれば，小売構
造に関する様々な分析が可能になる。
小売構造における「構造」とは，①それぞれの属性を備
えた，ある数の構成要素，②構成要素間の相互関連，③環
境諸要因と構成諸要素との相互関連，から成り立つ集合の
態様である。小売構造における構成要素は，事業所レベル
（小売店舗）と企業レベル（小売企業）の二つの階層でみ
ることができる。そしてその構成要素または要素間の複雑
な構造を全体として把握することを容易にし，その構造を
明確化するために規模構造，業種構造，地域構造，形態構
造などの諸側面からとらえることが重要である。規模構造
は，小売店舗や小売企業を規模の指標で把握して，小売構
造の一側面をとらえ，その規模別動向を把握し，その背景
を探ろうとするものである。規模の指標としては，従業者
数，販売額，店舗面積，所有・経営店舗数などが用いられ
る。業種構造は，韓国標準産業分類の大分類の 1つの産業
として区分されている小売業を，さらに中分類，小分類，
細分類，細々分類と段階的に区分して，その構造を分析す
る。地域構造は，小売店舗の地域的分散・集積の状態に
よって把握したものである。以上の 3つの諸側面のそれぞ
れの分析を進めると，1側面のみの分析では不十分であ
り，総合的に把握する必要がある。このような諸指標の絡
み合いを拡大し，いくつかの指標を総合してその結びつき
をパターン化したものが小売業の形態であり，それを基礎
にしたものが小売業の形態構造である。
本論文の研究目的は，近年における韓国小売構造の変化
を明らかにし，その変化をもたらした要因を分析すること
にある。そのために，商業統計分析を詳細に行うととも
に，小売形態は別の角度からも採りあげ，さらにこれらの
成果と既存研究のレビューをもとに計量モデルを構築し，
実証研究を試みることにする。そこでまず，韓国小売業の
ターニングポイントとなった 1996年以前と 2001年以降に
分けて，小売構造の特徴とその変化について，主に韓国商
業統計表を用いて実証分析を行った。分析の手法として，
韓国小売構造の特徴とその変化を明確にするために，全体
動向をはじめ規模構造，業種構造，そして形態構造の諸側
面から分析を進める。その際には，日本の小売構造の変化
との比較という視点も念頭においている。次に，韓国小売
構造の変化として 96年以降の小売店舗数の大幅な減少が
指摘されるが，それには環境変化とともに小売構造を構成
する他の小売構造変数の変化によるものと推測される。し
たがって小売構造を構成する一変数の小売店舗数（人口当
たり店舗密度）とそれを規定する他の小売構造変数間の因
果関係に注目し，韓国小売構造の変化の規定要因を明らか
にしている。
本論文は，以下のような章から構成されている。
第 1章では，商業統計調査が初めて実施された 1968年
から，韓国小売業のターニングポイントとなった 96年ま
での小売構造の特徴とその変化について，主に韓国商業統
計表を用いて分析を行っている。韓国小売構造の特徴を明
確にするために規模構造，業種構造，そして形態構造の視
点から分析を進めた。96年で区分した理由は，次回の調
査までの間に流通市場開放や IMF危機など小売構造に大
きな影響を及ぼす出来事が起こったからである。特に一国
の流通システムは，その国の経済的，社会的環境の変化に
さまざまに影響される。そこでマクロ環境要因の変化にも
注目しながら，小売構造の特徴を明確にするために有効で
ある規模構造，業種構造，そして形態構造という視点に立
って実証分析を行った。その結果，次のような特徴と変化
が明らかとなった。①韓国でも経済の成長とともに小売業
も活発化し，日本と同様に店舗数の増加，店舗規模の拡大
が見られる。店舗密度においても日韓共通して欧米に比べ
て高い水準を維持しているが，韓国のほうがより高水準で
ある。②従業者「1～4人」の小規模店の実数は調査年ご
とに増加しているが，その構成比は減少傾向にあり，中規
模店や大規模店とは異なる傾向にある。③韓国において
も，「フォード効果」の仮説（小売店の店舗密度に影響を
与える要因には流通生産性の向上と実質所得の上昇の 2つ
があり，これらの要因は業種別に異なる影響を及ぼす。流
通生産性の向上は必需品を扱う小売店の店舗密度を低下さ
せ，一方，実質所得の上昇は奢侈品を扱う小売店の店舗密
度を上昇させるというもの）が説明しているような業種構
造の変化が現れていた。④ 97年以降百貨店は，売上規模
は日本とは異なり拡大させているが，マーケット・シェア
を縮小させている。それは割引店（韓国ではいわゆる総合
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量販店のことを「ディスカウントストア」という）のよう
な新業態が，シェアを拡大させているのとは好対照であ
る。⑤現在でも韓国では個人経営の単独店が多数存在して
いる。⑥韓国においても店舗数減少時代を迎えているが，
日本と同様に「飲食料品およびたばこ小売業」の店舗数が
小売全体の店舗数の減少に先んじて減少している。
第 2章では，店舗数減少時代を迎えることとなった韓国
小売業において，特に小売店舗数の分水嶺となった 1996
年以降は，韓国経済の構造変容とともに小売業を取り巻く
環境が大きく変化した時期でもあった。従って第 1章の分
析結果を踏まえながら，小売店舗数減少についてさまざま
な環境要因や原因分析を試みた。特に本章では，韓国小売
業の規模構造と業種構造に焦点を当ててその変化を明らか
にしている。韓国の小売構造における大きな変化のひとつ
は，店舗数構成比の最も高い飲食料品小売業の割合が一段
と大きく低下したことにある。韓国でもチェーンストア経
営形態の普及によって，総合量販店やスーパーマーケット
などの流通生産性の高い業態の成長とともに，店舗数構成
比の最も高い飲食料品などの必需品を扱う小売業において
は規模の経済性が働き，店舗の大規模化と店舗密度の低下
がみられる。一方，所得水準の上昇とともに，奢侈品分野
の店舗密度は増加傾向にあり，フォード効果が顕著にみら
れることも確認できた。また規模構造の側面を踏まえて，
小規模店の業種構造変化を「田村仮説」を用いて回帰分析
を試みた。韓国における小売店舗数の減少，特に従業者 1
～4人の小規模店の大幅な減少は，小規模店の相対的生産
性の低下と市場成長率鈍化にあることが明らかになった。
そしてこれは，日本における 80年代後半以降の状況と共
通している。
これまで小売構造の長期的な変化を捉えるために規模構
造，業種構造，そして地域構造の 3側面のそれぞれの分析
を進めてきた。しかし，それぞれの一側面のみの分析では
不十分であるため，総合的に把握する必要がある。例え
ば，店舗が大規模化すれば取扱品目の増加が問題となり，
また，大規模店は立地的にも限定される。さらに小売構造
の単位となるものの属性は，規模，品揃え，立地だけでは
なく，そのほかの属性の差異についても総合的に把握する
ことが有用であろう。このような観点から，小売業の単位
を形態（業態）という概念で把握し，それをベースに全体
を捉えられる形態構造について分析を進めたのが第 3章で
ある。
韓国の小売市場は 1990年頃まで，多数の小規模零細な
小売店から構成される在来市場と小売業界をリードしてき
た近代的な小売業態のひとつである百貨店の「二極構造」
という極めて単純な構造を形成してきていた。そして 70
年代にはスーパーマーケット・チェーンが普及し，80年
代後半にはコンビニエンスストアが外国資本との提携など
により本格的に現れ始めた。しかしながら，これらの業態
の出現による異業態間競争はそれほど進展するまでには至
らなかった。地殻変動が起こったのは，1996年の流通市
場完全自由化による小売国際化以降であり，これがひとつ
の契機となり，異業態間競争が進展し，小売市場も活性化
した。特に，90年代に総合的な品揃えと低価格を謳い文
句に登場してきた総合量販店の参入により，同業態は急激
な成長を遂げ，同・異業態間の競争をも活発化させた。そ
こでここでは，市民生活を支えてきた伝統的な商業集積で
ある在来市場と韓国小売業界の唯一の近代的形態であった
百貨店の二極構造時代から，割引店の時代を経て，業態多
様化の段階に至る韓国の主要小売業態の発展プロセスを時
系列に分析している。
第 4章では，前章以前からの課題であった 1996年以降
の小売店舗数の激減と店舗規模の大型化の進展を中心に小
売構造の変化について検討し，それを規定する諸要因につ
いて検証を行った。特に，小売構造を構成する一変数の小
売店舗数（人口当たり店舗密度）とそれを規定する他の小
売構造変数間の因果関係に注目し，韓国小売構造の変化の
規定要因を明らかにした。小売店舗数のターニングポイン
トとなった 96年には，韓国小売構造を変化させるべく大
きな環境変化があった。その 1つに小売市場における規制
緩和である。96年に流通市場開放による完全な資本自由
化が実施され，カルフール，テスコ，ウォルマートをはじ
めとする欧米流通大手の韓国市場参入が本格化した。彼ら
は主に食料品を中心に毎日の生活に必要な商品や衣料品な
どを豊富に取り揃えて，競争的な価格で販売する総合量販
店業態を展開した。もう 1つは，翌 97年にアジア通貨危
機に端を発した財政危機，すなわち IMF経済危機であ
る。これにより消費者は価格に感応的になり，ワンストッ
プショッピングが可能な 1万㎡以上の売場面積と無料駐車
場を備えた，衣食住関連商品を低価格販売する総合量販店
が急成長することになった。韓国小売構造の変化，すなわ
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ち小売店舗数の激減は，衣食住関連商品を競争的な価格で
提供する大型総合量販店の成長に起因すると推測される。
言い換えると，韓国の小売店舗数の減少は，大規模小売店
舗の増加と小売店舗規模の大型化の進展によるもの考えら
れる。そこで小売構造変化の規定要因に関する仮説とし
て，フォード，ホールとナップ，そしてバックリンの仮説
を採りあげ，さらに国内では横森，向山，田村，成生，住
谷らの研究をレビューし，韓国小売構造変化の規定要因分
析の手がかりを探った。韓国における小売「環境－構造－
成果」の変化という視点から，経済環境，法的環境，消費
性向などを踏まえて，韓国小売構造変化の規定要因分析，
すなわち仮説を提示，モデルをつくり，操作変数化し，
データを集め，検証・分析という計量的研究を行った。
最後の結章では，本論文の研究目的に照らして得られた
研究成果の要約と残された課題について取りあげている。
特に商業統計分析の限界性と，計量的分析の方法論上の問
題，たとえば店舗規模規定要因モデルの因果関係について
の理論的検討などがあげられる。
Ⅱ 審査報告
主査 関根 孝
副査 渡辺 達朗
副査 石川 和男
（1）研究テーマと研究方法について
近年は流通あるいは小売そのものの研究が少なく，マク
ロ的視点から考察する研究が減少している。特定の形態
（業態）研究や企業分析の事例研究はみられるが，流通機
構，あるいは小売構造そのものの研究は非常に少なくなっ
ている。その理由は，ミクロ的研究と比べて，研究対象と
して流通は扱いにくく，成果を出せるようになるまでかな
りの年月を要するからである。本研究は，韓国の小売構造
を真正面からアプローチしたものである。すなわち研究目
的は，近年における韓国小売構造の変化を明らかにし，変
化をもたらした要因を分析することにある。そのために，
商業統計などの統計資料を駆使して分析を詳細に行うとと
もに，さらにこれら成果と今までの研究のレビューをもと
に計量的モデルを構築し，実証研究を行っている。
中国経済や流通の研究者は多くみられるが，世界経済の
中でプレゼンスを大きく増している韓国経済や流通の研究
者は非常に少ない。そういう意味で本論文は稀少性があ
り，研究価値があるといえよう。
筆者は，商業統計分析，業態構造分析，計量的分析の 3
つのアプローチにより，韓国小売構造の変化を多面的かつ
体系的に分析しようとしている。このなかで商業統計分析
は，全体的かつ大まかに一国，地域，業種などの流通構造
や小売構造を，横断的かつ時系列的に「鳥の目」で俯瞰的
に把握し分析するのに適している。しかし，本論文を見れ
ば理解されるように，商業統計を使いこなすのにはかなり
の訓練が必要である。韓国は，世界の中で日本に次いで商
業統計が整備されている。しかし，韓国の研究者と交流す
ると，殆ど商業統計を利用していないようである。日本で
も残念ながら，豊富な情報量を得ることができるが商業統
計を利用する研究者が少なくなっている。筆者は，日本の
商業統計分析を積み重ね，そこで培ったノウハウを用いて
韓国の商業統計の詳細な分析を行った。
（2）構成と概要
「韓国小売構造の変化に関する実証研究」の章立て
序章 本論文の問題意識と構成
（1）問題の所在
（2）本論文の構成
第 1章 韓国『商業統計』
（1）韓国の商業統計調査
（2）韓国小売構造の変化（1996年まで）
（3）小結
第 2章 店舗数減少の構造分析－規模構造と業種構造
の変化
（1）店舗数減少時代を迎えた韓国小売業
（2）大規模化の進展と小規模小売店の激減
（3）業種構造の変化
（4）小結
第 3章 近代的な小売業態の発展と業態構造の変化
（1）商業統計からみる韓国小売業態の発展
（2）百貨店
（3）チェーンストア
（4）割引店の成長と在来市場の衰退
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（5）小結
第 4章 韓国における小売構造変化の規定要因
（1）小売構造変化の規定要因に関する諸説
（2）韓国における小売「環境－構造－成果」の変化
（3）韓国小売構造変化の規定要因分析
（4）小結
結章 全体の要約と残された課題
（1）議論の要約と研究成果
（2）残された課題
序章では，本論文の問題意識，研究目的，論文構成が書
かれている。まず，これまで韓国の小売業の統計は調査毎
に基準が異なり，小売業の全体像が時系列で把握できな
かった理由を整理している。そして，韓国における 1996
年以前と以降における大きな変化を捉え，小売構造につい
ての変化を小売業の規模構造，業種構造，形態構造の側面
から分析する必要性を説いている。また，韓国のみを分析
対象とするのではなく，韓国よりも整備されている日本の
商業統計分析との比較を念頭に置いて，韓国の小売業の諸
側面を明らかにする意図が示されている。したがって，こ
れまでの韓国における商業統計についての問題点とその問
題点を克服するべく，韓国の研究者はもとより，海外の研
究者も取り組んでこなかった韓国商業統計分析についての
「意気込み」を示す章にもなっている。
第 1章では，韓国において，1968年以降調査されるこ
ととなった「商業センサス」から，96年の第 8回調査ま
での小売業の大きな流れについて整理している。96年で
区分した理由は，次回の調査までの間に流通市場開放や
IMF危機など小売構造に大きな影響を及ぼす出来事が起
こったからである。特に国や地域によって，流通システム
は環境によってさまざまに影響されることから，マクロ環
境要因の変遷にまず着目し，その上で小売店舗数の推移
や，従業者，年間販売額，売場面積について詳細に分析
し，次のような変化を明らかにしている。①韓国でも経済
の成長ともに小売業も活発化し，日本と同様に店舗数の増
加，店舗規模の拡大が見られる。店舗密度においても日韓
共通して欧米に比べて高い水準を維持しているが，韓国の
ほうがより高水準である。②従業者「1～4人」の小規模
店の実数は調査年ごとに増加しているが，その構成比は減
少傾向にあり，中規模店や大規模店とは異なる傾向にあ
る。③韓国においても，「フォード効果」の仮説（小売店
の店舗密度に影響を与える要因には流通生産性の向上と実
質所得の上昇の 2つがあり，これらの要因は業種別に異な
る影響を及ぼす。流通生産性の向上は必需品を扱う小売店
の店舗密度を低下させ，一方，実質所得の上昇は奢侈品を
扱う小売店の店舗密度を上昇させるというもの）が説明し
ているような業種構造の変化が現れていた。④ 97年以降
百貨店は，売上規模は日本とは異なり拡大させているが，
マーケット・シェアを縮小させている。それは割引店（韓
国ではいわゆる総合量販店のことを「ディスカウントスト
ア」という）のような新業態が，シェアを拡大させている
のとは好対照である。⑤現在でも韓国では個人経営の単独
店が多数存在している。⑥韓国においても店舗数減少時代
を迎えているが，日本と同様に「飲食料品およびたばこ小
売業」の店舗数が小売全体の店舗数の減少に先んじて減少
した。
第 2章は，小売店舗数の減少についてのさまざまな環境
や原因を探っている。まず，韓国経済の成長を簡単に整理
した後，商業統計を用い，店舗数，従業者数，年間商品販
売額，売場面積などなどから分析して，店舗数は減少する
一方で，小売店舗の大規模化が進行している傾向を指摘
し，この傾向はソウルを中心とする首都圏ほど強いことを
明らかにした。業種別分析では，フォード効果の仮説があ
てはまることを，ここでさらに詳細に検証している。韓国
の小売構造における大きな変化のひとつは，店舗数構成比
の最も高い飲食料品小売業の割合が一段と大きく低下した
ことである。それはチェーンストア経営形態の普及によっ
て，総合量販店やスーパーマーケットなどの流通生産性の
高い業態の成長とともに，店舗数構成比の最も高い飲食料
品などの必需品を扱う小売業においては規模の経済性が働
き，店舗の大規模化と店舗密度の低下がみられる。一方，
所得水準の上昇とともに，奢侈品分野の店舗密度は増加傾
向にあり，フォード効果が顕著にみられることを確認して
いる。また，小規模店の業種構造変化を「田村仮説」を用
いて回帰分析を行い，韓国における 1996年から 2001年の
従業者 1－4人の小規模店の成長率がマイナスになり，店
舗数が大幅に減少した要因は，小規模店の相対的生産性の
低下と市場成長率鈍化にあること，そしてこれは，日本に
おける 80年代後半以降の状況と共通していることを指摘
している。
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第 3章では，近代的な小売業態の発展と業態構造の変化
について取りあげている。韓国の小売構造は，在来市場と
百貨店という「二極構造」を長い間示してきた。それは
1970年代からの食品マーケットの参入以降，コンビニエ
ンスストア，割引店など，日本と同様に多くの業態の誕生
し，成長している。特に本章では，96年の流通市場完全
自由化による小売業の国際化が大きな契機となり，韓国の
小売構造に変化をもたらしたということを前提に論を進め
ている。そこで，商業統計から韓国における小売形態の発
展について整理し，商業統計調査時において，前回調査な
どと比べて変更になった点なども考慮しながら，全体とし
て整合性や変化の要因が明確になるように分析を行ってい
る。そのうえで百貨店，食品スーパー，コンビニエンスス
トア，在来市場などを取りあげ，その成立から今日に近い
ところまでの変遷を丁寧に辿っている。特に韓国では，現
在も在来市場がかなりの市民生活を支えていることを，政
策的な背景を含めてかなり細かく論じている。そして，90
年代半ば前後から台頭著しい割引店について，韓国の各地
域への進出状況などを解りやすく整理している。
第 4章では，韓国における小売構造変化の規定要因につ
いて考察を進める。特に前章以前からの課題であった
1996年の小売店舗数の激減をさまざまな角度から探って
いる。小売構造変化の規定要因に関する仮説として，古く
からイギリスのフォードによる一連の研究が援用されてき
た。そこで，フォードの研究についてレビューし，その上
でホールとナップ，バックリンの仮説も採りあげている。
さらに国内では横森，向山，田村，成生，住谷らの一連の
研究にもあたり，これらを分析の視角に取り入れている。
また，韓国における小売「環境－構造－成果」の変化とい
う視点から，経済環境，法的環境，消費性向などを踏まえ
て，小売構造の変化を浮き彫りにしている。これらをもと
にして韓国小売構造変化の規定要因分析，すなわち仮説を
提示，モデルをつくり，操作変数化し，データを集め，検
証・分析という，オーソドックスな計量的研究を行ってい
る。その結果，近代的小売業態の急増が店舗規模を拡大
し，店舗密度を減少させたこと，飲食料品店比率と小規模
店比率は有意にならなかったことを成果として得ている。
結章では，全体の要約と残された課題について取りあげ
ている。今後の課題として，次のことが示されている。①
韓国の流通研究はまだ始まったばかりであり，卸売・小売
構造に比較分析も含めて，韓国流通のマクロ的研究を積み
重ねていく必要がある。②本論文では日韓小売構造変化の
同質性という視点強調しているが，異質性という視点から
の比較分析も考えるべきであろう。③商業統計分析の限界
についてである。商業統計は全体的傾向をみるためには優
れているが，現実の状況を把握するためには適していると
いえない。近づいて分析しようとすると，いい成果が得ら
れないことが多い。従って現実の姿に近づくためには，ヒ
アリング調査などにより定性的情報を得たり，他の手段に
より補ったりする必要がある。④本論文の計量的分析の方
法論上の問題である。店舗規模規定要因モデルの因果関係
についての理論的検討が十分とは言い難く，取りあげた因
果関係の操作変数が適切であるかどうかについても議論の
余地が残るであろう。⑤政府による流通政策の影響を構造
分析にどう取り込むかである。韓国では，2010年，食品
スーパーは在来市場の零細店の経営を圧縮するとして，知
識産業省は「流通発展法」を改正して，距離規制により大
型店の出店禁止を行う改正案が国会を通過した。関係者に
よれば，改正法はWTOや FTAに抵触する恐れがあるに
も拘わらず成立したわけで，小売構造に及ぼす影響は大き
い。
（3）本論文の評価
1 評価すべき点
研究目的に照らして次のような研究成果が得られた。
第 1に，韓国の商業統計は紆余曲折があり，時系列的に
全体像がなかなか解りづらかったが，全ての原典資料を渉
猟し，最初から現在に至るまで変遷を明らかにし，利用可
能にしている。
第 2に，韓国の商業統計に関する業種分類の変更は非常
に複雑であり，その整理は煩瑣なことこの上ないが，丹念
に時間をかけて正確にまとめている。
第 3に，韓国の小売構造変化で，日本と同じように全体
の小売店舗数減少に先行して，小規模店の後退や飲食料品
小売業が減少したことを統計的に明らかにしている。
第 4に，規模構造，地域構造，業種構造から分析し，首
都圏で大規模化が進み，店舗数減少が大きいことを明らか
にしている。また，小規模店の業種構造変化を「田村仮
説」を用いて回帰分析を行い，日本と共通の現象が現れた
ことを発見している。
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第 5に，小売構造変化の規定要因に関する既存研究のレ
ビューを行い，これらをもとに仮説を提示，モデルをつく
り，操作変数化し，データを集め，検証・分析しており，
オーソドックスな計量的研究を行い，近代的小売業態の急
増が店舗規模を拡大し，店舗密度を減少させたこと，飲食
料品店比率と小規模店比率は有意にならなかったことを成
果として得ている。
全体として，本論文の価値は，これまで韓国の研究者が
取り組んで来なかった商業統計に焦点を当てていることに
あろう。これまで統計調査といえば，ただ数字が並んでい
る，ある時点での状況を表示したものと，単純にとらえら
れる傾向があった。しかし，豊富な数字の背後に流通構造
を分析するために，貴重な情報が内包されていることが明
らかになった。また，韓国も日本と同様に，生産過程に産
業政策の重点が置かれ，商業や流通部門はこれまで研究の
対象とはなりにくかったという事情もあって，学問的貢献
という視点から商業統計がその対象とされてこなかったと
思われる。したがって，本論文の価値は，調査毎に基準が
変更になる点を細心の注意を以てフォローしながら，韓国
の小売業の動態について明確にしようとした意欲的なとこ
ろにある。正面から韓国商業統計を取りあげ，さらに日本
の商業統計調査との比較を試みたという挑戦に対しては，
大きな評価が与えられよう。
2 問題点
本学位請求論文を，研究の意義，論文の構成，論理の整
合性，研究アプローチ，オリジナリティなどの点からいく
つか問題点を指摘できる。すでに指摘したように，韓国流
通の研究者は非常に少ない意味で本論文は稀少性があり，
研究価値をもっている。しかし小売構造全体の変化を明ら
かにしようとする意気込みは評価できるが，もうすこし視
点やテーマを絞ればよりよい成果が出たと思われる。論文
の構成では，今まですでに発表した論文を寄せ集めた印象
があり，ひとつの作品としてのまとまりを若干欠いてい
る。
また，論理が飛躍する個所がみられ，統計から明らかに
なったことと筆者が推察した部分が不明確な面もある。さ
らに実証分析，検証という言葉が，仮説の提示がない場合
でも出てくるが，外国人であったとしても，専門用語の使
用にはもう少し神経を使うべきである。これに関連してい
えば，丹念な商業統計分析に関しても，何を検証しようと
するのかをもっと明確に示すべきであった。
さらに，商業統計のアプローチはそれなりに評価できる
が，第 4章の計量的分析は，経験の浅さもあり，いくつか
問題を内包している。また本論文は，日本で蓄積された商
業統計分析の手法を用いて韓国の小売構造を分析し，そし
て既存研究のレビューやモデルを踏まえて，韓国でデータ
を集めて計量分析を行っているという点では先駆性がある
が，理論的な独創性や革新的な発見があったとはいえな
い。
（4）判定
本学位請求論文「韓国小売構造の変化に関する実証研
究」は，専修大学大学院商学研究科における学位（課程博
士）論文に値する水準に達しているものと認められる。
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